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(57)【要約】
　溶接トーチ内でアークを移動または回転させ、直流電
極マイナス溶接プロセスにおいてトーチを通してメタル
コアワイヤを送給することによって溶接動作が実行され
る。電極は１または複数のアーク安定剤を含むことがで
きる。その溶接プロセスはパルス式または非パルス式と
することができる。更に、そのプロセスは、薄板、亜鉛
めっき金属、被塗装金属、被コーティング金属等の、溶
接されることを目的とした幾つかの異なるベース金属と
共に用いることができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　溶接方法において、
　直流電極マイナス溶接極性において、シースおよびコアを備えたメタルコア溶接電極と
ワークとの間にアークを形成し、
　溶接トーチ内で前記電極を運動制御装置によって所望のパターンで周期的に移動させ、
少なくとも前記シースと前記ワークとの間のアークを維持しながら、前記溶接トーチから
前記電極を送給し、
　前記溶接トーチまたは前記ワークを進めることであって、それにより溶接ビードを形成
することを含んで成る溶接方法。
【請求項２】
　前記溶接電極はカリウムおよび炭素の発生源としての役割を果たす少なくとも１つのア
ーク安定剤を含む請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　少なくとも１つのアーク安定剤は、カリウム、並びに前記溶接プロセス中にカリウムを
与える化合物、カリ長石、チタン酸カリウム、チタン酸カリウムマンガン、流酸カリウム
、炭酸カリウム、リン酸カリウム、モリブデン酸カリウム、硝酸カリウム、フッ化ケイ素
酸カリウム、カリウムを含有する複合酸化物化合物、黒鉛状および非黒鉛状炭素源のうち
の少なくとも１つを含む請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　少なくとも１つの水素源が、セルロース、カルボキシメチルセルロースナトリウム、メ
チルセルロース、並びに水素を含有する有機化合物および無機化合物のうちの少なくとも
１つを含む請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　前記溶接電極はＡＷＳ標準規格A5.18EXXC-6に準拠する請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記ワークは亜鉛めっき材料を含む請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記ワークは被コーティング材料または被塗装材料を含む請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記直流電極マイナス溶接法はパルス溶接法を含む請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　前記溶接トーチまたは前記ワークは少なくとも毎分２３インチの速度で進む請求項１に
記載の方法。
【請求項１０】
　前記電極を約５０Ｈｚと約１２０Ｈｚとの間の速度で移動させる請求項１に記載の方法
。
【請求項１１】
　溶接システムにおいて、
　直流電極マイナス溶接極性において、シースおよびコアを備えるメタルコア溶接電極と
ワークとの間にアークを形成するように電力を供給する電力供給装置と、
　前記電力供給装置に結合され、溶接トーチから前記電極を送給するように構成されるワ
イヤ送給装置と、
　動作時に、該溶接トーチ内で前記電極を運動制御装置によって所望のパターンで周期的
に移動させ、前記シースと前記ワークとの間のアークを維持しながら、前記ワイヤ送給装
置から前記電極を受け取る溶接トーチとを具備する溶接システム。
【請求項１２】
　前記溶接電極はカリウムおよび炭素の発生源としての役割を果たす少なくとも１つのア
ーク安定剤を含む請求項１１に記載のシステム。
【請求項１３】
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　少なくとも１つのアーク安定剤は、カリウム、並びに前記溶接プロセス中にカリウムを
与える化合物、カリ長石、チタン酸カリウム、チタン酸カリウムマンガン、流酸カリウム
、炭酸カリウム、リン酸カリウム、モリブデン酸カリウム、硝酸カリウム、フッ化ケイ素
酸カリウム、カリウムを含有する複合酸化物化合物、黒鉛状および非黒鉛状炭素源のうち
の少なくとも１つを含む請求項１２に記載のシステム。
【請求項１４】
　少なくとも１つの水素源が、セルロース、カルボキシメチルセルロースナトリウム、メ
チルセルロース、並びに水素を含有する有機化合物および無機化合物のうちの少なくとも
１つを含む請求項１３に記載のシステム。
【請求項１５】
　前記溶接電極はＡＷＳ標準規格A5.18EXXC-6に準拠する請求項１１に記載のシステム。
【請求項１６】
　溶接方法において、
　溶接電力を供給して、それにより直流電極マイナス溶接極性において溶接電極とワーク
との間にアークを形成し、
　溶接トーチ内で前記電極を運動制御装置によって所望のパターンで周期的に移動させ、
前記電極と前記ワークとの間のアークを維持しながら、前記溶接トーチから前記電極を送
給し、
　前記溶接トーチまたは前記ワークを前進させ、それにより溶接ビードを形成することを
含んで成る溶接方法。
【請求項１７】
　前記電極は、シースおよびコアを備えるメタルコア溶接電極を含む請求項１６に記載の
方法。
【請求項１８】
　前記アークは少なくとも前記シースと前記ワークとの間に形成される請求項１７に記載
の方法。
【請求項１９】
　前記ワークは亜鉛めっき材料、被コーティング材料または被塗装材料を含む請求項１６
に記載の方法。
【請求項２０】
　前記直流電極マイナス溶接法はパルス溶接法を含む請求項１６に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は包括的には溶接技術に関し、特に、自動溶接の応用形態においてより高い性能
を得るためにメタルコア溶接ワイヤ電極を利用する改善されたプロセスに関する。本開示
は、２０１１年７月１日にSummers等が出願した仮出願第61/503,955号「Metal Cored Wel
ding Method and System」に関連する。この仮出願は、本願と一体をなすものとして引用
する。
【０００２】
　　［関連出願の相互参照］
　本出願は、２０１１年１２月１６日出願の「DC Electrode Negative Rotating Arc Wel
ding Method and System」と題する米国仮出願第61/576,850号を基礎とする米国特許出願
であり、該米国仮出願は、本願と一体をなすものとして引用する。
【背景技術】
【０００３】
　溶接作業によってワークを接合する様々な技術が開発されてきた。これらの技術は様々
なプロセスおよび材料を含んでおり、最新のプロセスは消耗電極または非消耗電極とワー
クとの間に発生するアークを伴う。多くの場合、それらのプロセスは、定電流法、定電圧
法、パルス法等のカテゴリにグループ分けされる。然しながら、電極を消耗して溶接部に
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溶加金属を追加するプロセスでは特に、これらのプロセスを更に細分するのが一般的であ
る。実質的にそうした全ての場合に、選択されるプロセスは溶加金属およびその形態に強
く関連付けられ、ある特定のプロセスでは特定のタイプの電極のみが利用される。例えば
、ある特定のタイプのミグ溶接法は、ガスメタルアーク（ＧＭＡ）溶接やフラックスコア
アーク（ＦＣＡ）溶接とも称される更に大きなグループの一部を形成する。
【０００４】
　ＧＭＡ溶接では、ワイヤの形態の電極が、電極ワイヤとワークとの間のアークの熱によ
って溶融した進行する溶融池によって消耗される。このワイヤは溶接ガンによってスプー
ルから連続的に送給され、溶接ガンにおいて、ワイヤに電荷が与えられ、アークを発生さ
せる。これらのプロセスで用いられる電極の構成は、多くの場合、ソリッドワイヤ、フラ
ックスコアードまたはメタルコアと称される。それぞれのタイプは他のタイプとは異なる
長所および短所を有すると考えられ、その性能を最適化するために、溶接プロセスおよび
溶接設定に対する注意深い調整が必要となろう。例えば、ソリッドワイヤは、他のタイプ
よりも安価であるが、通常、不活性シールドガスと共に用いられ、そのガスが相対的に高
価である。フラックス入りワイヤは別個にシールドガスを供給する必要がないかもしれな
いが、ソリッドワイヤよりも高価である。メタルコアワイヤはシールドガスを必要とする
が、そのシールドガスは、ソリッドワイヤの場合に必要とされるガスよりも安価な混合物
に調整することができよう。メタルコアワイヤは、他の電極タイプとは異なる長所を提供
するが、ソリッドワイヤのように広く採用されていない。
【０００５】
　これら３種類の電極は、全て異なる移行モードで用いられる場合がある。移行モードは
、電極先端から進行中の溶接ビードへ金属が移動する機械的および電気機械的現象を指し
ている。短絡移行、グロビュール移行、スプレー移行およびパルススプレー移行のような
幾つかのそのような移行モードが存在する。実際には、移行の物理現象は、これらの移行
モードの混成として現れる場合があり、プロセスおよび電極は多くの場合に或る特定の移
行モードを維持するように選択されるが、実際の材料移行は溶接中にそれらの移行モード
間で移り変わることがある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　数多くの理由から、長い間、メタルコアワイヤ電極が、ソリッドワイヤおよびフラック
ス入りワイヤからなる同等の電極よりも優れた長所を有すると考えられてきたが、その性
能を高め、その採用を促進することができるプロセスの改善が必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本開示では、これらの要件を満たすように構成されたプロセスおよびメタルコアワイヤ
電極の新たに開発された組み合わせを説明する。関連するプロセスは、典型的には電極先
端を移動し、かつメタルコアワイヤ電極を用いる「スピンアーク」とも称されるアークを
回転または往復運動させることを主眼としている。全く思いがけないことに、特定のプロ
セス（例えば、直流棒マイナス極(DCEN)溶接プロセス）に関連して、ある特定のタイプの
メタルコアワイヤを用いて強制的にアークを移動させることによって、公知となって従来
のスピンアーク技術やメタルコアワイヤ溶接技術の使用に基づいては得ることも予測する
こともできない非常に大きな改善がもたらされると見られる。アーク特性、溶接池特性、
温度分布、ワークへの入熱および溶込み特性が、強制アーク移動およびメタルコアワイヤ
の相乗効果に特有であると更に考えられる。プロセスパラメーター、メタルコアワイヤの
サイズおよびタイプ、移動周波数、移動量、移動周波数および移動パターン等の要因を調
整することを通して更に性能を向上させることができる。
【０００８】
　本発明のこれらの、そして他の特徴、態様および長所は、添付の図面を参照しながら以
下の詳細な説明を読むときに、より理解が進むことになる。なお、図面全体を通して、類
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似の符号は類似の部品を表す。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本技術の態様を利用する例示的な溶接システムの概略を表した図である。
【図２】図１のシステムと共に用いるメタルコア電極の端部の詳細図である。
【図３】本技術の１つの特徴によるメタルコア電極の移動を表す概略図である。
【図４】メタルコア溶接ワイヤの移動のために円形パターンを利用する進行中の溶接ビー
ドの概略図である。
【図５】メタルコア溶接ワイヤのために楕円形経路を利用する進行中の溶接ビードの同様
の図である。
【図６】メタルコア溶接ワイヤのために異なる向きの楕円形経路を利用する進行中の溶接
ビードの更なる図である。
【図７】移動するメタルコア溶接ワイヤ電極を利用する進行中の溶接ビードに関する例示
的なアーク位置および移行モードの図である。
【図８】例示的な強制移行トレースと共にメタルコア溶接電極の移動を示すタイミング図
である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　図１は、メタルコア溶接ワイヤ電極４４の移動を利用する例示的な溶接システム１０を
示す図である。システム１０は、ワーク１４に溶接部１２を生成するように設計される。
溶接部は、突き合わせ溶接、重ね溶接、角度溶接、位置外溶接等を含む任意のタイプでま
た所望の方向に向けることができる。そのシステムは通常、ガス源１８および送電網のよ
うな電源２０に結合される電力供給装置１６を含む。発電機、エンジン駆動パワーパック
等を含む、他の電源を利用することもできる。ワイヤ送給装置２２が電源２０に結合され
、溶接ガン２４にメタルコア溶接ワイヤを供給する。後に詳述するように、メタルコア溶
接ワイヤは、溶接ビードの発生中に強制的に移動され、それにより、メタルコア溶接ワイ
ヤ４４とワーク１４との間で、特に電極のシースとワークとの間でアークが移動する。
【００１１】
　例示する実施形態では、電力供給装置１６は、制御回路２８に結合される電力変換回路
２６を含む。制御回路は電力変換回路の動作を調整して、溶接作業に適した電力出力を生
成する。電力供給装置は、定電流法、定電圧法、パルス法、短絡移行法等を含む、幾つか
のプロセス、溶接法等に従って出力電力を生成するように設計し、プログラミングするこ
とができる。現時点で考えられる実施形態では、制御回路２８は、電力変換回路２６を制
御して、メタルコア溶接ワイヤから進行中の溶接池への材料の移行を助けるDCEN（時に「
ストレート」と称される）極性溶接法をもたらす。然しながら、当然、他の溶接法を用い
ることもできる。オペレーターインターフェース３０によって、溶接作業者が、溶接プロ
セスおよびプロセス設定の双方を変更できるようになる。更に、或る特定の考えられる実
施形態では、オペレーターインターフェースによって、溶接ガンおよびメタルコア溶接ワ
イヤの移動に関連する或る特定のパラメーターを選択および／または変更できるようにす
ることもできる。最後に、電力供給装置は、ガス源１８からのシールドガスの流れを調整
するバルブ３２を含むことができる。
【００１２】
　ワイヤ送給装置２２は、通常、スプール３６からの溶接ワイヤの送給を調整する制御回
路３４を含む。スプール３６は、溶接作業中に消耗する或る長さのメタルコア溶接ワイヤ
を含む。溶接ワイヤは、駆動装置３８、通常は制御回路３４によって制御される小型電気
モーターを用いた駆動装置によって繰り出される。ワイヤ送給装置２２と溶接ガン４４と
の間で、溶接ケーブル４０を介して、溶接ワイヤ、ガス、制御およびフィードバックデー
タを交換することができる。また、ワーク１４もまたワークケーブル４２によって電力供
給装置１６に結合される。こうして、電極４４とワーク１４との間で電気アークが形成さ
れると、電極４４を通して電気回路が完成する。更に詳細に後述するように、溶接ガン２
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４から進み出る電極４４は、参照番号４６によって示されるような回転運動するように、
強制的に動かされる。
【００１３】
　図１に示す溶接システムは、手作業向けに設計することもできるが、本技術の数多くの
応用形態では自動化される。すなわち、溶接ガン２４は、ワークに対する所望の位置に溶
接トーチを位置決めするようにプログラミングされるロボットに固定される。この技術は
、固定式の自動化応用形態のような他の制御手法と共に使用することもできる。その後、
ロボットは、電極とワークとの間でアークを発生さ、溶接ガンを適切に向けて、２つの構
成要素を接合するために溶接ビードを形成する所定の経路に沿って前進させるように動作
させることができよう。更に詳細に後述するように、そのような自動化の応用形態では、
本技術によって移動速度を大幅に高めることができ、かつ溶接ビードの特性を改善できる
ようになる。
【００１４】
　本技術は、図２に示すタイプのメタルコア溶接ワイヤと共に用いるために具体的に設計
される。そのような溶接ワイヤは、一般的に１または複数の金属コア５０を包囲する金属
製シース４６を備える。そのようなメタルコア溶接ワイヤを作製する種々の技術が知られ
ているが、それらの技術は本発明の範囲外である。メタルコア溶接ワイヤの特性は特定の
応用形態に対して選択することができ、特に、接合すべき構成要素の冶金学的特性、用い
られることになるシールドガスのタイプ、溶接ビードの予想充填体積等によって決まる。
例示される実施形態では、或る特定の形状のメタルコア溶接ワイヤが、電極移動の利点を
高めるのを助けることができる。例えば、溶接ワイヤは通常、所望の直径５２を有するよ
うに選択されることになる。直径はシース壁厚５４およびコア直径５６を含む。これらの
パラメーターを変更し、最適化して、溶接ワイヤの性能を高めることができ、アーク形成
、アーク維持管理、材料移行、結果として生じる溶接ビードの冶金学的特性、溶接ビード
溶込み等の特性が改善される。
【００１５】
　現時点で考えられる実施形態において、DCEN極性溶接法で用いるために、特定のワイヤ
が選択されよう。以下に更に詳細に後述するように、例えば、「スピンアーク」動作と、
DCEN極性プロセス、並びに安定剤およびマンガン等の他の要素を含むワイヤ（例えば、AW
S E5.18 70C-6；より一般的には、E5.18 XXC-6、ただし、「ＸＸ」は引張強さを表す）と
を組み合わせることによって、優れた結果が得られることが分かった。そのようなワイヤ
の１つが、オハイオ州トロイ所在のHobart Brothers社からMetalloy（商標）X-Cel（商標
）の名称で市販されている。また更に、或る特定の溶接ワイヤ配合物が、他のワイヤによ
って得られる利点を超える利点を与えると考えられる。そのような配合物は、2004年4月2
0日にNikodym等に発行された米国特許第6,723,954号「Straight Polarity Metal Cored W
ire」、2006年8月8日にNikodym等に発行された米国特許第7,087,860号「Straight Polari
ty Metal Cored Wire」、および2011年1月4日にBarhorst等に発行された米国特許第7,863
,538号「Metal-Core Gas Metal Arc Welding of Ferrous Steels with Noble Gas Shield
ing」に記載されている。これらの特許文献は、本願の一部をなすものとして引用する。
更に、後述するように、アークの強制動作を伴うDCEN極性プロセスにおいてワイヤの性能
を高めるために、そのようなワイヤに或る特定の組成変更を加えることができる。
【００１６】
　図３は、通常の応用形態における溶接ワイヤの移動を示す。図３に示すように、ワーク
間に接合部５８が形成されることになり、溶接トーチから突出する電極４４が、意図する
接合部に極めて近接させて位置決めされる。次いで、電極と、その下側に配置されている
接合すべき金属との間にアークが形成される。該電極はコンタクト要素６０から進出し、
該コンタクト要素は、電極および形成されたアークを強制的に運動させるように動くこと
ができる。コンタクト要素を動かすために、溶接ガン内に運動制御装置６２が設けられて
いる。そのような運動を強制するために数多くの技術を利用することができるが、現時点
で考えられる構成では、モーター６６によってカム６４を回転させ、モーター自体はシス
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テムの制御回路によって制御および給電される。このようにして、コンタクト要素および
電極は、運動制御装置６２の構成および制御によって決定される所定のパターンおよび所
定の周波数で移動する。図３に示すように、コンタクト要素６０の先端、つまり電極４４
は、コンタクト要素６０の中心線から所定の距離または半径６８だけ移動することができ
る。後述するように、この運動のために種々のパターンを利用することができる。このプ
ロセス中に電極４４が前進し、所望の溶接ビードが形成される。更に、参照番号７０で示
すように、装置全体が所望の移動速度で移動する。後述するように、電極の移動とメタル
コア溶接ワイヤとを組み合わせることによって、結果として生じる溶接ビードの品質を大
幅に高めることができ、電極運動だけを通して、またはメタルコア溶接ワイヤだけを使用
して得ることができる移動速度よりもはるかに速い移動速度を可能にする。
【００１７】
　図４は、電極４４の或る特定の運動パターンと共に、進行中の溶接ビード７２の一例を
示す。当業者には理解されるように、溶接ビードは、電極および包囲するワークの母材の
金属の加熱から生じた溶融金属から構成される溶接池または溶接パドル７４の後方を進行
する。図４に示す電極は、参照番号７６で示すように、概ね円形のパターンで動作する。
電極を溶接池７４およびワークの周辺領域に接近させて、電極および包囲する金属を加熱
しながら溶接池を維持するように、これらの領域間でアークを維持しながら移動できるよ
うに、該動作を溶接ガンの移動速度と協調させようにすることができる。後述するように
、ワイヤ送給速度、電極の移動速度または周波数、溶接プロセスのパルス周波数またはＤ
Ｃパラメーター（例えば、アークを発生させるように印加される電流および電圧）等の他
の協調要因を採用してもよい。
【００１８】
　図５は、電極の他の動作パターンを示しており、この場合は概ね楕円形のパターン７８
となっている。この場合の楕円形は、溶接およびトーチの移動方向に沿った長軸８０と、
移動方向を横切る短軸８２とを有する。更に、図６は更に別の動作パターン、すなわち、
横断楕円形パターン８４を示しており、このパターンでは、楕円移動の長軸８０は、溶接
およびトーチの移動方向に対して横断方向となっている。然しながら、他の望ましいパタ
ーンを利用することができるが、該運動制御装置は、特にこれらのパターンを実施するよ
うに適応できることに留意されたい。特定の溶接に合わせて、例えば、ジグザグ、８の字
形、横断往復運動ライン等のパターンを用いて最適化することができる。
【００１９】
　図７は、メタルコア溶接ワイヤを用いて強制動作させたときに生じると考えられる溶着
および溶込み作用を示す。すなわち、電極４４は、接合すべきワーク８６、８８の間で動
作する。ワークの中に溶け込む溶接ビード９０が形成され、該溶接ビードが前進するつれ
て、概ね平坦な表面が形成される。図７において、参照番号９４は、溶接ワイヤのシース
４８がワーク８６に向かって最大限に接近したときを示しており、一方、参照番号９４は
、シース４８がワーク８８へ最小限の接近を示している。
【００２０】
　他の部位がアークに関連したり、或いは、アークを維持させることもあろうが、メタル
コア溶接ワイヤとワークおよび／または進行中の溶接パドルとの間に形成されたアークは
、シース４８とこれらの要素との間にのみ存在すると考えられる。こうして、矢印９８で
示すように材料が電極から放出されるときに、参照番号９６で示す特有の移行場所が確立
される。その結果得られる溶接部は、ソリッドワイヤ電極を用い電極運動によって形成さ
る類似の溶接部よりも平坦であることが観察されている。更に、参照番号１００で示すよ
うに、母材の中への溶込みが促進されると考えられる。
【００２１】
　制御され、パターン化された動作をメタルコア溶接ワイヤと共に用いることから生じる
幾つかの利点が考えられる。例えば、何れか一方の技術を用いて得ることができる移動速
度よりも５０％～１００％移動速度を高めることにより、溶着速度を高めることが可能に
なる。更に、より穏やかなアークを用いて、より良好なギャップブリッジングが得られる
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。また、その溶接は、より良好な湿潤性、より少ない飛散、より少ないアンダーカットも
示す。上記のように、溶接ビードは、ソリッド溶接ワイヤと共に用いられるスピンアーク
技術の場合よりも、平坦であり、膨らみが少ないように見える。
【００２２】
　その技術において変更することができるパラメーターは、電極の移動速度、通常位置ま
たは中心位置の回りの電極の移動範囲等の要因を含むことができる。詳細には、本発明は
、円形パターンに全く限定はされないが、円形パターンが用いられている場合、より平坦
な溶接ビード、およびより高い溶着速度を得るのに、５０Ｈｚより高く、１００Ｈｚ～１
２０Ｈｚ以上までに及ぶ回転速度が望ましい場合があると考えられる。更に、回転径は現
時点では１．５ｍｍ程度であると考えられるが、２ｍｍ程度および３ｍｍ～４ｍｍ以上ま
で等の、更に大きな直径が望ましい場合もある。更に、メタルコア電極の移動（例えば、
回転）を、パルス波形、ワイヤ送給等と協調および同期させることが望ましい場合もある
。また、ガス流と同期または協調している電極移動を与えることが望ましい場合もある。
これらの種々のパラメーターは、母材の中への溶込み、電極材料の溶着、アークの維持管
理、および他の溶接パラメーターの助けとなる場合がある。
【００２３】
　電極先端において発生する溶融球または噴霧に与えられる機械的な力（例えば、遠心力
）におそらく起因して、溶接池は、メタルコア電極の移動と共に良好に移動することがで
きると考えられる。したがって、そのプロセスは、以前のプロセスよりも低温で実行でき
る場合がある。或る特定のタイプのワークおよびワーク冶金学的特性、特に亜鉛めっきさ
れたワークにおいても、高められた利点が提供される場合がある。更に、そのプロセスは
、そのような溶接電極と共に現在使用されているアルゴン混合物ではなく、CO2等のより
安価なシールドガスを考慮することもできる。
【００２４】
　図８は、メタルコア溶接電極の移動を電極先端からの材料の強制移行に関連付ける例示
的なタイミング図を示す。図８では、電極先端移動はトレース１０２によって経時的に示
されており、一方、強制移行はトレース１０４によって示される。円形移動パターンでは
、進行中の溶接ビード若しくはパドル内の任意の特定の点、または接合部の任意の特定の
場所の視点から、概ね正弦運動が予想される。この運動における点１０６では、電極のシ
ースがワークの母材の両側の最も近くに接近することができる。溶接プロセスは、参照番
号１０８によって包括的に示すように、パルス溶接法を制御すること等によって、これら
の場所において電極からの材料の移行を強制または強化するように適応することができる
。これらの時間は、時間線１１０で示すように、通常周期的に生じる。上記のように、移
行モードとメタルコア溶接電極の運動とを協調させて、特に電極のシースのみによるアー
クの形成を利用するために、これらの制御方式および数多くの他の制御方式を想定するこ
とができる。
【００２５】
　上記の技術は、約６０Ｈｚであると考えられる2.0mm振動においてコンタクト先端を回
転させるサーボモーターおよびカムを備える溶接トーチを用いて試験された。長さが４５
ｍｍのコンタクト先端が利用された。直径が0.045インチのメタルコア溶接電極が利用さ
れ、電極タイプはER70-S6ソリッドワイヤであった。90-10CO2シールドガス混合物が利用
された。ウィスコンシン州アップルトン所在のMiller Electric Mfg社から市販されてい
るAccu-Pulseプロセスを実行しながら、Auto Access電力供給装置に基づいて、パルス溶
接法が利用された。この基準試験は、毎分３９インチで、すなわち、１２ゲージ材料上で
良質すみ肉溶接を得るのに最適な速度において実行された。これらの設定に基づいて、移
動速度が、毎分５９インチ、すなわち、基準よりも約５０％大きい速度まで高められた。
溶接結果を最適化するために試験条件が変更された。制限要因はアンダーカットであるよ
うに思われた。溶接パラメーターにかかわらず、高い粘着性のビードおよびアンダーカッ
トが残存する。
【００２６】
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　第２の試験では、同じ溶接電力供給装置および溶接プロセスと共に、同じ溶接ワイヤお
よびガスが使用された。然しながら、この試験では、上記のような電極移動が利用された
。第２の試験の場合の移動速度は、毎分５９インチに設定された。溶接結果を最適化する
ように、試験条件が変更された。厳密な駆動アークが母材金属の中に深くに入り込むよう
に見え、空洞化効果をもたらした。電極移動プロセスは、アンダーカットの量を低減し、
溶接面を著しく平坦化した。然しながら、溶接パドルは溶接部の止端まで押し出すように
は見えず、最終的に或る量のアンダーカットが残存した。
【００２７】
　第３の試験では、0.045インチ径のE70C-6MMetalloy（商標）、Vantage（商標）およびM
atrix（商標）メタルコア溶接ワイヤ（オハイオ州トロイ所在のHobart Brothers社から市
販されている）が利用された。電力供給装置および溶接プロセスと同様に、溶接ガス混合
物も以前の試験と同一であった。メタルコア溶接ワイヤを用いるこの試験では、再び電極
移動が用いられ、毎分５９インチの移動速度に設定された。溶接結果を最適化するように
、試験条件が変更された。メタルコアワイヤで生成されたアークは、ソリッドワイヤの場
合よりも著しく弱かった。空洞化の低減によって、溶接パドルをその止端においてはるか
に良好に満たすことができるようになり、毎分５９インチにおいて全てのアンダーカット
が概ね除去された。溶接脚長は材料厚（0.125インチ）に等しかった。その材料にとって
適切な溶接サイズであると考えられるが、自動車業界は、そのような材料を過剰溶接し、
部品取り付けの変動を補償し、かつ目視検査を容易にする。
【００２８】
　第４の試験では、同じメタルコア溶接ワイヤが利用されたが、0.052径であった。同じ
ガス混合物、電力供給装置および溶接プロセスが利用され、再び電極移動が用いられた。
その試験は毎分５９インチの移動速度で実行された。ここで再び、溶接結果を最適化する
ように、試験条件が変更された。メタルコアワイヤで生成されたアークは、ソリッドワイ
ヤの場合よりも著しく弱かった。空洞化の低減によって、溶接パドルを止端においてはる
かに良好に満たすことができるようになり、毎分５９インチにおいて全てのアンダーカッ
トが概ね除去された。溶接脚長は、より大きなビード幅によって改善された。この試験で
は、接合部から約1.2mmだけ高低両方にワイヤを移動することによって、プロセスのロバ
スト性が試験された。また、溶接は1.2mmギャップの場合にも試験された。溶接結果は、
そのプロセスが毎分５９インチの移動速度であっても、非常にロバストな窓を有すること
を示す。
【００２９】
　以前の試験における同じメタルコア溶接ワイヤ、同じガス混合物、同じ電力供給装置お
よび溶接プロセスを用いて更なる試験が実行された。この試験では、水平重ね継ぎ上で、
より速い毎分８０インチの移動速度が用いられた。溶接結果を最適化するために、試験条
件が変更された。メタルコア溶接ワイヤで生成されたアークは、ソリッドワイヤの場合よ
りも著しく弱かった。プロセスのロバスト性が、0mmから1.2mmまで変化し、戻るギャップ
を用いて試験された。溶接結果は、そのプロセスが毎分８０インチの移動速度であっても
、非常にロバストな窓を有することを示す。全てのメタルコア電極試験において生成され
た飛散量は、類似の接合部において従来のソリッドワイヤを適用した場合に見られる量よ
りも著しく少なかった。
【００３０】
　これまでの例に加えて、アークの機械的運動を伴う、上記で論じられたメタルコアワイ
ヤと共にDCEN極性を用いる溶接手順は特に良好な結果を与えることができ、或る特定のタ
イプのワーク（またはベースプレート材料）にとって更に一層魅力的であることが見出さ
れた。例えば、上記で論じられたＭｅｔａｌｌｏｙ（商標）Ｘ－Ｃｅｌ（商標）ワイヤは
、溶接金属の湿潤性を高めながら（過度に「凸状構造をなす」ビードを回避しながら）、
飛散を削減するのに特に適している。更に、アーク運動と共に、およびそのようなワイヤ
と組み合わせて、DCENプロセスを使用することによって、過熱が抑制される。その組み合
わせは、亜鉛めっき鋼板材料溶接（例えば、自動車の応用形態）、被コーティング材料ま
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【００３１】
　これらの応用形態に適している溶接ワイヤ（一般的に、上記で言及されたＸ－Ｃｅｌ（
商標）ワイヤに対応する）はアークを安定させる（飛散が少ない安定したアークを生成す
る）構成要素によって特徴付けられると現時点では考えられている。例えば、そのような
安定剤はカリウム、および溶接プロセス中にカリウムを与える化合物（カリ長石、チタン
酸カリウム、チタン酸カリウムマンガン、流酸カリウム、炭酸カリウム、リン酸カリウム
、モリブデン酸カリウム、硝酸カリウム、フッ化ケイ素酸カリウムおよびカリウムを含有
する複合酸化物化合物等）を含むことができる。更に、昇華してアークカラムに入ること
によって、およびより細かい飛沫を金属転移させることによって、黒鉛状および非黒鉛状
炭素源が安定化を与えることができる。既存の溶接ワイヤ（上記で言及されたワイヤ等）
の可能な変更形態は、任意の他の発生源または上記で言及された更なる発生源からのカリ
ウムと、黒鉛、または鉄および／または合金粉末を含有する炭素等の適切な炭素源とを含
むことができる。
【００３２】
　関連する特定のDCENプロセスに関して、これらのプロセスは通常、電極直径、電極延在
範囲（例えば、コンタクトチップからプレートまで）、溶接位置、ワークまたはベースプ
レートタイプおよび直径、移動速度および溶着速度、ワイヤ給送速度等に少なくとも部分
的に基づいて選択された電流および電圧において実行される。例えば、１５０Ａから４５
０Ａに及ぶ電流と共に、２１Ｖから３０Ｖに及ぶ電圧が適している場合がある。更に、シ
ールドガスに関して、適切なガス混合物はアルゴンおよび二酸化炭素を含み、アルゴンが
最小７５％および最大９５％であると考えられる（ただし、アルゴンが９８％、酸素が２
％のような、他の量および組み合わせでも条件を満たす場合がある）。更に、選択される
DCEN極性は、非パルス電流およびパルス電流を含むことができると考えられる。
【００３３】
　本明細書において、本発明の或る特定の特徴だけが図示および説明されてきたが、当業
者には多くの変更および変形が思い浮かぶであろう。それゆえ、添付の特許請求の範囲は
、本発明の真の趣旨に入る全ての変更および変形を包含することを意図していることを理
解されたい。
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